
「新成長戦略」への提案書
	プロジェクト等の名称

	Partnership税制導入による産業競争力強化の研究　

	概　要（要約）

	５頁のグラフに示した様に、米国では過去30年間で、ビジネス税制改革がほぼ完了した。この米国の税制改革は前半と後半に大別できる。前半は((1982年当時は、全米全産業利益の82%を法人税適格な事業体が生み出していたのであるから((Corporate Taxation、即ち法人税制が改革され、そして後半はPartnership Taxation、即ち合夥税制が改革された。大きく功を奏したのは、利益率が2倍になる((つまり、innovativeな故に未だ価格競争にさらされていない商品を生み出すのに適した((Partnershipの税制を改革できたことである。勿論、本提案書も「日本にPartnership税制改革を」ということが主眼となる。
しかし「即、Partnership税制改革」ではない。日本は現在、全産業利益の100%を法人税適格な事業体が生み出している。しかも米国と違ってPartnership税制は全く導入されていない。従ってPartnership税制改革が効果を発揮するのは米国よりも年月がかかる。つまり、日本は法人税制改革、即ち、「法人税率の低減と課税ベースの縮小」が何にも増して喫緊の先決課題である。虎の子の法人達の体力を出来る限り温存させなければならない。このことを強調して本題に入る。
米国では過去30年間で、ビジネス税制改革がほぼ完了した。現在米国は、法人税制（Corporate Taxation）と比べれば、立脚する社会正義概念も税制原則も大きく異なる合夥税制（Partnership Taxation）を整備し中心に据えて、企業間の親密な協業による技術革新（Closely-held open innovation）を促進し産業経済発展を図っている。
米国Partnership税制の特徴は：

1） Partnershipは有限寿命。キー・パーソンの死亡や予め定めた年限が来ると必ず解散・清算が起こる。（Mandatory limited longevity）　従って課税は、清算で計算される利益への一回だけで事足りる。起業時、操業時に課税する必要はない。
そしてこの「有限寿命性」は次の二つの特徴を生む。

2） Partnershipの起業時、操業時の損益は税務上不認識とされる。（non-recognition rule）　例えば、起業時の譲渡益を税務当局は認識しない。譲渡益課税がない。
3） Partnership会計は税務会計自由。（Freedom of accounting）　起業時、操業時、清算時の取引および会計結果に、当事者達（The privity）が異を唱えず紛争にならないのならば、税務当局は不法行為等がない限り一切口を挟まない。例えば操業時に、税務損金を大幅に発生させてそれをPartnerにパス・スルーし、該Partnerの所得税を大幅に減免することが可能となる。
一言で言うならば、自由度が大きい。事業当事者達（The privity）の個別の事情を最大限認めて、彼らが協力し合って活動することを促進する税制である。然るに日本は徒に、独立企業原則（arm’s length principle）の税制度、つまり法人税制((「企業とは個々に独立に利益を最大化させる存在である」という原則に基づいて、企業会計とは別の、税法で規定された基準での税務会計が強行法規定となっている。つまり、企業会計上の利益額と税務会計上の所得額とは異なる。外形標準的な税制((しか視界に入っていない。そして、企業達が自主的に協業をして、例えば中間製品の原価以下での取引をしようものなら、法人税法第22条第2項「無償取引への課税」が待ち受けている。実際は儲け無しなのに「妥当な利益額」を認識され、それに課税される。そしてその様にOpen Innovationの芽を摘んでいながら、「何故、技術では勝ってビジネスでは負けるのか？」と不思議がっている。
日本は、諸外国と同じ立ち位置につくために研究が必要である。そして日本の現状を加味し、便益と損害と所用年数の観点から最適なMigration path((法人税制中心から合夥税制中心へと移行する経路((の設計・実行に関する研究を行わなければならない。
なお、先ほども強調したが、早急にカンフル剤投与（つまり法人税減税）が必要であることを再度特記しておく。
研究を直ぐに開始しても、Partnership税制関連で一定のコンセンサスを得て何らかの手を打つには((日本の現状を考えると((どんなに頑張っても10年以上はかかるだろう。つまり、虎の子の法人達に支えられた現在の日本の産業を大事にしなければならない。手厚く長期に渡る応急処置が必要である。その様な応急処置を施して体力の回復と温存を出来る限り図り、その後、根幹治療にとりかかる。Migration pathの大筋がこの様になるのは確実である。
実施主体：　関連の研究者は日本には殆どいない。齋藤旬　東京大学客員研究員兼東北大学客員教授、等が数本の関連学術論文を発表しているに留まる。これらアカデミアと経産省財務省法務省と産業界から要員を入れて、研究センターを早急に設立する必要がある。候補となる国研ないし大学院大学としては、東京大学（経済）、一橋大学（イノベーション研究センター）などが挙げられる。
成果目標：　米国並みに、利益率が法人事業体の2倍となる合夥事業体を生み出す税制・会計法・会社法を設計し制定し実行する。なお、米国内国歳入庁所得統計部（IRS-SOI）と同様なデータ収集体制も併せて整備し、効果をモニターしながらのPolicy makingを日本に導入する。
期待される効果：　１）アニメやファッションや科学技術R&Dなどの、創造性あるいは無形知識財を結集する産業、２）水システム、新幹線、原発、物流交通システムなどのように複数企業が所有する技術を集約して海外に売り込む産業　等等に雇用と高い利益率をもたらす。「Partnership税制は減税政策である」との誤解が一般的だが、「成果が出るのをじっくり待って課税する税制」という解釈が正しい。それが産業を活性化し、かえって税収の増大をもたらす。つまり、「Partnership税制は減税政策ではない。むしろ増税収政策である。」



	新成長戦略（基本方針）との関係

	（　）ｸﾞﾘｰﾝ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ　（　）ﾗｲﾌ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ　（　）その他（Innovation促進制度）

	（2020年までの目標）

　利益率で法人事業体の2倍となる合夥事業体を生む。

	わが国成長力強化への貢献として期待される効果

	（　）需要創造　（　）雇用創造　（　）その他（　　　　　　　　　　）

	（期待される具体的な効果）

　税収の増大


	2010年～2015年頃（　　　）、2015年～2020年頃（　　　）のプロジェクトの段階

	2010　　　　2011
	2012　　　2013
	2014　　　2015
	2016　　　2017
	2018　　　2019

	




	
	
	
	

	産学官等における取組みの現状、2010年内に政府として実行すべき「早期実施事項」

	（取組みの現状）
　　ほとんど何の取り組みもない。私的に関心を持つ数人の産業人・アカデミア・省庁関係者がunder the tableで研究を行っている段階。

	（実行すべき施策）※規制改革が必要な場合は、該当法令、問題点、改正内容等を記載

　　１）手厚く長期な法人税減税
　　２）齋藤旬　東京大学客員研究員兼東北大学客員教授、等を中心に研究センターを作る。

	2015年頃までの成果目標、政府として実施すべき事項

	（成果目標）
　　手厚く長期な法人税減税による産業体力の回復・温存。「減税なのに税収増」という所謂ラッファー効果が観察できることが目標。（しかしこれはあくまでカンフル効果であることに留意されたい。米国Regan政権時代のCorporate税制へのテコ入れの効果が長続きしなかった歴史を見れば、カンフル効果による体力温存は容易なことではない。しかし何としても日本は、虎の子の法人達の体力温存を出来る限り長く保たなければならない。）

	（実施すべき施策）※規制改革が必要な場合は、該当法令、問題点、改正内容等を記載

　　新たにPartnership税制、Partnership会計、Partnership会社法を設け、効果をモニターし、判例研究を続け、改良を継続する。

　　Partnershipに起因する問題を解決するための、英米法に見られる様な衡平法（equitable law）や慣例法（common law）を醸成するための司法環境整備。

	2020年頃までの成果目標

	（成果目標）
　　利益率で法人事業体の2倍となる合夥事業体を生みだす。



	連絡担当者

	所属先：東京大学、東北大学
役職：東京大学客員研究員、東北大学客員教授
氏名：齋藤旬　（本務は、株式会社ニコン　コアテクノロジーセンター）
ＴＥＬ：090-7287-6586
E-mail：junsaito@jcom.home.ne.jp
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米国Partnership税制の研究





Migration pathの設計･実行





PDCAサイクルを回す。





IRS-SOIを模した「効果のモニター」を稼働させる。
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